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Ⅰ　問題と目的
近年、日本の小中学校では、すべての子どもが通常
の学級において適切な支援を受けるというインクルー
シブ教育の流れを受けて、特別支援教育が変化してい
る。2003 年 3 月に文部科学省が出した「今後の特別
支援教育の在り方について（最終報告）」では、障害
のある児童生徒一人一人の教育的ニーズに応じて教育
的支援を行うべきであるとされた。
わが国の小学校の 1 学級あたりの児童数の平均は
28. 0 人（OECD，2010）と、欧米と比べて学級の人数
が多い（OECD 平均 21.6 人）。また、わが国の学校で
は、学級集団から取り出して個別に介入しようという
実践は少なく、どちらかと言えば学級集団内で指導・
支援を行おうという傾向がある。しかしながら、文部
科学省（2002）が実施した「通常の学級に在籍する特
別な教育的支援を必要とする児童生徒に関する全国実
態調査」では、学習障害（LD）、注意欠陥／多動性障
害（ADHD）、高機能自閉症等、学習や生活の面で特
別な教育的支援を必要とする児童生徒が約 6.3 パーセ
ント程度の割合で通常の学級に在籍している可能性が
あるとの結果を示した。また、同調査結果には次のよ
うな留意事項も示された。それは、「（本調査は）担任
教師による回答に基づくもので、学習障害（LD）の
専門家チームによる判断ではなく、医師による診断に
よるものでもない。従って、本調査の結果は、学習障
害（LD）・ADHD・高機能自閉症の割合を示すもので
はない」というものである。このことは、逆に言えば
前出の学習障害（LD）・ADHD・高機能自閉症と明確
に診断できない、ボーダーかあるいはそれに近い子ど
もたちが存在し、現在の学校教育が困難な状況である
ことを裏付けているといってよいであろう。
このような状況から、文部科学省（2010）は、集団
指導と個別指導のそれぞれを発展させていくために、
児童生徒への指導・支援において、「成長を促す指導（第
1 次的支援）」、「予防的な指導（第 2 次的支援）」、「課
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題解決的な指導（第 3 次的支援）」と分けて考え、そ
れぞれの充実を図っていく必要性を示している。
ところで、アメリカでは児童生徒の指導・支援を
第 1 層支援（Tire1）、第 2 層支援（Tire2）、第 3 層支
援（Tire3）の 3 層に分けて、学校環境においてシステ
ムとして行う、PBIS（Positive Behavioral Interventions 
and Supports: ポジティブな行動介入と行動支援） が取
り組まれている（Fig.1）。PBIS は行動問題の減少、子
ども本人の適応行動スキルの増加、そして子どもた
ちの QOL（Quality of Life）の向上を目指したもので、
2002 年の「No Child Left Behind （落ちこぼれ防止法）」
の施行以来、児童・生徒の行動面への支援として広く
アメリカで普及しつつある生徒指導システムの一つで
ある（バーンズ，2013）。
本稿では、学校環境で取り組まれる第 1 層支援にお
いて、行動の改善が見られなかった児童生徒を対象
として行う、PBIS における第 2 層支援（以下、Tire2）
に着目し、これまでの日本及びアメリカでの研究と実
践を概観し、これからの日本における PBIS の導入と
展開に向けての方策と課題について考察をする。
Ⅱ　PBIS の第 2層支援における
　　これまでの研究の概観
PBIS における Tire2 のこれまでの研究の概観
PBIS における Tire2 のアメリカでの研究を概観して
いくと、PBS（Positive Behavior Supports）に辿ること
ができる。PBS はアメリカでは主に、Sugai ＆ Horner
を中心としたグループにより研究が進められている。
Sugai ら（2009）は PBS の特徴を次の 6 つ示している。
①理論的・概念的基盤は行動論と応用行動分析に密接
に関連して支援する。② Tire1、Tire2、Tire3 からなる
予防を重視する支援である。③対象者には社会で必要
な行動を優先して支援する。④支援にはエビデンスや
研究成果に基づいた実践が選択される。⑤システムと
して支援を行う。⑥支援が計画的に行われているかを
判断するために、データを収集し分析しつつ支援を行
う。また、アメリカでは特別な教育的ニーズのある児
童生徒の行動問題の解決に向けた個別の支援（IPBS:
Individual Positive Behavior Supports）も行われている。
平澤・小笠原（2010）は Journal of Positive Behavior 
Interventions（JPBI）の 1999 年から 2008 年までの文
献 65 件を整理・分析しており、PBIS の第 2 層支援で
用いることができる個別支援、IPBS の研究 39 件を展
望している。その中で IPBSの支援対象はコミュニケー
ション行動、課題従事、指示に従う行動、社会的スキ
ル、日課活動、地域活動などであった。こうした適応
行動の支援は、行動問題の機能的アセスメントに基づ
くものが多数であり、①行動問題と機能的に等価な代
替行動、②行動問題の生起場面における望ましい行動
が占めていたことを明らかにしている。
DuPaul et al.（1997）は注意欠陥・多動性障害に対
する学校内での介入研究をメタ分析した結果として、
①行動の先行条件を操作する介入手続き、②随伴性管
Fig.1　PBIS の 3 層構造
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理、③認知行動的介入の 3 種類の行動的介入を効果的
な方法として示している。
筆者らは、DuPaul et al.（1997）が示した介入研究
結果を踏まえて、平澤・小笠原（2010）が整理した文
献と、アメリカのインターネットサイト、PBIS World
及び PBIS.org に掲載されている実施例、支援策を概観
し、わが国への導入と展開が期待できる PBIS の Tire2
における 7 つの支援策に着目した（Table1）。
Functional Behavior Assessment （FBA）
Tire2 において重要なことは、その子どもの問題に
応じて、支援が的確に行われることである。例えば、
トークンエコノミー法のように、教室内で示される行
動問題の減少に効果的であることが実証されている実
践も、対象児童によっては効果を示さない可能性も
ある（DuPaul et al., 1997）。そこで必要な取り組みが、
Functional Behavior Assessment （以下、FBA）である。
FBA については馬場・佐藤・松見（2013） が、わが
国での 1982 年以降の FBA を用いた 17 本の実践・研
究を整理している。FBA は日本において特別支援教
育や教育的ニーズのある子どもに対して、他の支援策
と比較して一般的に実施されている。例えば梶・藤田
（2006）は、通常学級に在籍する LD・ADHD 等が疑
われる児童 3 名に対し FBA を実施し、行動問題の低
減に取り組んでいる。また、真鍋（2009）は幼稚園児
童 1 名に対して、泣くという行動に対して ABC 分析
を実施し、泣きの生起数の減少に取り組み、FBA の
有効性を指摘している。このように FBA は、子ども
行動問題の要因を特定し、どのような支援が必要かを
検討する上で、非常に重要である。
Daily Behavior Form
Daily Behavior Form は、シート（Fig.3）を用いて、
子どもに対して、「○○（問題行動）はしませんでし
たか」と毎日または毎時チェックし、問題行動の低減
をねらいとして行われる。どのような行動がその場で
望ましくて、求められているかを明示し、その目標行
動の定着・般化が図られる。問題行動の頻度、改善状
況に応じてシートは Daily、Weekly と分類され、子ど
もに応じた支援が取り組まれている。
Teach Social Skills
Teach Social Skills は、他者との関わりにおけるスキ
ルを、場面想定法やロールプレイを通して事前に習得
Table 1　Tire2 における支援策の例
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し、トレーニングする取り組みである。例えば、会話
における、話し方、聞き方や、物の貸し借り、または
配慮の仕方などの、多様な社会場面を想定している。
日本でも、SEL（Social Emotional Learning）や SST（Social 
Skills Training）として、現在取り組まれている（相川・
藤枝，1999；山田，2012；河村・品田・藤村，2007）。
Teach Social Skills は 1980 年代に、アメリカで多く研
究が発表されており、「コーチング法」や「仲間媒介法」、
「社会的問題解決訓練」がスキルトレーニングの始ま
りと言われている（佐藤・佐藤・岡安・高山，2000）。
わが国の情緒障害通級指導教室の小学校教員を対象と
した調査によると、98.4% の教員が Teach Social Skills
を認知しており、94.3% の教員が実際に Teach Social 
Skills を実践しているという調査もある（川越・戸ヶ崎，
2010）。これらの結果より、Table1 で示した支援策の
中でも、わが国で多く認知されている取り組みであろ
う。
Check-In Check-Out（CICO）
Check-In Check-Out（以下、CICO）は目標行動、適
応行動に着目して支援を行う。CICO は、FBA の結
果、または FBA の結果に基づき必要な行動支援を行っ
た後に、その適応行動を強化・維持するために用いら
れる。CICO は Daily Behavior Form と同様にシートを
用いて支援を実施するが、問題行動に着目するのでは
なく、適応行動に着目し、支援を行う。その場面にお
いて求められる適応行動が、どの程度できていたかを
Fig.2　Functional Behavior Assessment Sheet
(ABC Date Sheet)
http://www.lessonplanet.com/ より引用
Fig.3　Daily Behavior Report
http://www.pbisworld.com/ より引用
Fig.4　CICO Card
Cicago Whiteley Erementary School で使用されてい
るものを参考に筆者が作成
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チェックし、その行動の特徴を把握し、支援の有効性
と進捗状況を把握する。よって、FBA 実施以降の行
動アセスメントを補完する役割もある。また CICO 実
施の際には、トークンエコノミー法などで随伴性を加
えることも、効果的であろう。
First Step to Success（FSTS）
First Step to Success（以下、FSTS）は子どもの反
社会的行動の抑制と、適応行動の習得・トレーニ
ングを行う。アメリカ教育省の WWC（What Works 
Clearinghouse）の調査によると、アメリカでは一般的
に、3 カ月にわたり、50 ～ 60 時間取り組む比較的長
期な取り組みである。またその中には、親へのトレー
ニングも含まれており、子どもを取り巻く環境を巻き
込んでの支援が行われている。また FSTS の多くは、
外部組織・団体によって取り組まれている。
Good Behavior Game
Good Behavior Game は Barrish et al. （1969）が開発し、
現在、アメリカにて保健福祉省が暴力予防の取り組み
として推奨されている（U.S. Department of Health and 
Human Services, 2001）。アメリカでは多くの実践事例
が報告されている（例えば Harris&Sherman, 1973）。具
体的な内容は、２つのチームに分かれてゲームを行い、
そのゲームで示される教室や学校内での様々な場面に
対して、適切な行動やルールを順守できた行動を選択
することでポイントを稼ぎ、勝負を行うというもので
ある。日本でも Loann&Talerico （2004）が開発した「い
かりをおろそう」を、学級全体で実践し、効果の検証
が行われている（田中・鈴木・嶋崎・松見，2010）（Fig.5）。
Fig.5　Good Behavior Game Rules
http://www.bsci21.org/ より引用
Teach Conﬂ ict Resolution Skills
Teach Confl ict Resolution Skills はアメリカにおける
暴力問題の増加に対応するために、開発されてきた。
アメリカでは Confl ict Resolution（紛争・対立解決）、
または Peer Mediation（子ども同士による対立解消）
として取り組まれており、効果として子どもの対立問
題の減少、そして学校の生徒指導対応に要する時間の
減少を示している（Johnson&Johnson, 1996）。アメリカ、
ミシガン州ミシガンにある POLK Erementary school で
は、PBIS における Tire1，Tire2 において Teach Confl ict 
Resolution Skills に取り組んでおり、教員も共通した対
立解消手法を用いた対応を行っている（Fig.6）。 
Fig.6　Conﬂ ict Resolution Skills ポスター
http://www.elsa-support.co.uk より引用
これらの取り組みは、アメリカではその子どもの問
題に応じて、個別に選択して行われている。PBIS は
アメリカでも取り組みが始まったばかりであり、学校、
学校区、州によって取り組みは異なる。
筆者らはアメリカにおける PBIS の実際の視察を
行っている（長江・山崎・枝廣ら，2013；枝廣・松
山，2015a；枝廣・松山，2015b）。その知見を踏ま
え、これまで紹介してきた取り組みの実施手順例を
参考として示す（Table3）。この実施手順例は、Step1
から Step4 までに分類している。まず Step1 では FBA
により、行動のアセスメントを行う。この FBA を踏
まえて Step2 では個別の行動問題に対して、主体的に
行動の改善を目指す Daily Behavior Form、または行動
問題の改善に必要なスキル習得を目指す Teach Social 
Skills を行う。それでも特定の行動に課題がある場合
は Step3 にて、それぞれの問題に応じた支援を FSTS、
Good Behavior Game、Teach Confl ict Resolution Skills を
用いて行う。そして Step4 ではそれぞれの行動改善の
維持と、適応行動の般化を目指して CICO に取り組む。
このように子どもの問題とその改善度に沿った支援
策を体系的に整理し、チャートとして整理することは、
わが国においての PBIS の導入と展開において、非常
に重要であろう。
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Ⅲ　わが国における PBIS の
　　導入に向けての展望
これまで、アメリカで取り組まれている PBIS にお
ける Tire2 の支援策を概観してきた。ここでは日本に
おける PBIS の導入と展開に向けての方策と課題につ
いて考察をする。
まず、わが国における PBIS の導入に際しては、学
校環境で支援に取り組むことの難しさが考えられる。
わが国ではこれまで、学級集団から取り出して個別支
援を行うことはあまり行われず、できるだけ集団の作
用を生かしながら支援を行おうという傾向があった
（小泉・若杉，2006）。しかし昨今、少しずつではある
が通常学級における問題行動への個別の介入研究は増
加傾向である（道城・野田・山王丸，2008）。例えば
道城 （2012 ） は、外部支援員として行動コンサルテー
ションを行い、学級全体に対する離席行動の支援を、
めあてカードと振り返りカードを用いた行動支援の取
り組みを行っている。
行動コンサルテーションとは、外部支援員（コンサ
ルタント）と学級担任（コンサルティ）が協働して、
応用行動分析学などで明らかになっている方法や技法
を用いて児童生徒や学級全体（クライアント）を支援
していく取り組みである。このような取り組みの背
景にある考え方が、「科学者－実践家モデル（Scientist-
Practitioner Model）」であろう。科学者－実践家モデル
とは、心理臨床における実践家は科学者であるという
考え方のもと、科学的根拠に基づいて実践を行うこと
である（村椿・富家・坂野，2010）。教員が心理学諸
領域の基礎的な知見や理論を学び、研究計画法やデー
タ解析法などの知識と技術を習得した上で PBIS の導
入していくことが本来求められているが（Fig.7）、多
忙である学校教員が、PBIS における行動支援の手法
を理解することは難しいため、このような行動コンサ
ルテーションが行われているという背景もある（福森，
2011）。
しかし、行動コンサルテーションは、学校や教員だ
けでは難しい適切な提言や支援が可能となる一方、外
Table 2　Tire2 における支援策の実施手順例
Fig.7　PBIS 導入の過程 (Sugai,2013)
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部支援員の定期的な訪問が必要で、その都度予算が必
要となる。加えて、まだ具体的な実践例は少なく、学
校現場での有効性や課題の検証がこれから必要であろ
う。さらに文部科学省（2003）の「今後の特別支援教
育の在り方について（最終報告）」では、教師の専門
性の強化が課題であると述べている。このような視点
からも、教員が、「科学者－実践家モデル」に基づい
て支援を行い、さらには主体となって PBIS の導入を
図っていくことは重要であろう。また、若年教員が増
加しつつある現状において、教育委員会などが学校に
対して、PBIS のような学校環境で取り組むことので
きるシステムの導入を促していくことが求められる。
Carr et al. （2002）は、PBIS は行動問題の改善を子ど
も個人に求めるのではなく、教員も含めた学校環境の
環境の改善こそが、大切であるという。筆者らは現在、
試行的にクラス単位や学年単位での PBIS 実践に取り
組んでいる（池島・松山，2014；池島・松山，2015）。
今後は、本稿で示した Tire2 の支援策例を参考に PBIS
に取り組み、わが国での有効性と導入の可能性につい
て検討を進めていきたい。
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